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1.　はじめに

本研究部会は，2008年 4月に会長特設の研究部
会として設置されたものを前身とする．当初の研究
目的は，「e-Japan戦略」（2001年 1月，高度情報通
信ネットワーク社会形成推進本部）において「我が
国が 5年以内に世界最先端の IT国家となることを
目指す」とされていることを踏まえ，その進捗の状
況，課題とその発生原因の分析，改善提案について
議論し，学会活動を通じた成果発表を行うこととし
たものである．
当初の構成員は，大学の研究者，行政機関の

CIO補佐官や IT部門の担当者，企業経営への IT
活用実践者，SIer経営者であり，後年には ITコン
サルタントや基礎自治体職員も加わった．これま
で，年に数回～十回程度の研究会，全国研究発表大
会，フォーラム誌への執筆などの活動を通じて研究
内容を示してきた．
本稿では，直近の研究会活動における議論の内容
について詳細に紹介し，今後の展望について示す．

2.　直近の活動状況（2023～2025年度）

本研究部会では，行政DX（デジタルトランス
フォーメーション）の阻害要因や，システム標準化，
マイナンバー制度，生成 AI活用など，多岐にわた
るテーマについて，現場の実務者や有識者を招き，
活発な議論を行っている．以下に，2023年度から
2025年度にかけて開催された（および開催予定の）
主な研究会の内容を報告する．

■ 2023年度：DXの本質と現場の葛藤
2023年度は，日本のデジタル化を阻む構造的な

問題や「呪い」とも言える意識，そして現場での具
体的な解決策に焦点を当てた．

第 1回：マイナンバーの「呪い」と解呪
榎並利博氏（行政システム株式会社）は，「マイ
ナンバーの呪い」と題し，日本社会を支配する「個
人番号は秘密にしなければならない」という非合理
的な強迫観念について発表した．諸外国ではインフ
ラとして活用される IDが，日本では過剰な秘匿性
が求められるタブーとなり，行政や医療の効率化を
阻害している現状を指摘した．合理的な社会実現の
ためには，番号を単なる識別符号として扱う意識改
革，すなわち「解呪」が必要であると説いた．
第 2回：DXを成功に導くデータ中心型アプローチ
赤俊哉氏（ITエンジニア／コンサルタント）は，

DXを阻むシステムの複雑化や属人化を打破する
手法として「データ中心型ビジネスアプローチ
（DOBA）」を提唱した．日本の「IT敗戦」はプロ
セス重視の設計が招いたとし，ビジネスの本質であ
る「データ」の構造と意味に着目して全体最適を図
る重要性を解説した．自らの手で設計図を描くこと
で，激しい環境変化にも柔軟に対応できる真のDX
基盤が確立されると論じた．
第 3回：自治体システム 1,700個問題
岩崎和隆氏（神奈川県庁）は，各自治体が個別
にシステムを維持する非効率さを指摘し，「自治体
統一システム」の必要性を提言した．ITは本質的
に集権と相性が良いため，過度な地方分権を見直し
「適度な集権」への回帰を主張した．有志による段
階的な統一を進めることで，コスト削減と住民の劇
的な利便性向上が実現できるとした．
第 4回：福祉現場におけるDXの現実
平田祐子氏（中野区）は，地域包括ケアの現場か
ら，高齢者のデジタルデバイドや複雑な相談対応な
ど，システム導入だけでは解決しない課題を報告し
た．対面支援とデジタルの融合，縦割り行政の打破
など，区民の孤立を防ぎ支援の質を高めるための
「手段としてのDX」をどう定着させるか，現場視
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点からの展望を論じた．
第 5回：生成AIの活用とリスク
上野勉氏（株式会社GRI）は，生成 AIを自治体

DXの停滞を打破する「触媒」と位置づけ，議事録
作成や政策アイデア出しにおける創造的価値を解説
した．一方で，ハルシネーションなどのリスクは
「使う側のリテラシー」の問題であるとし，恐れず
に導入してアジャイルにルールを磨く姿勢こそが組
織を進化させると結んだ．

■  2024年度：信頼の構築とシステムのライフサイ
クル
2024年度は，行政への信頼（トラスト）や，シ

ステムの長期的な価値，防災システムへの視点転換
などが議論された．
第 1回：マイナンバーカードと行政への信頼
吉田健一郎氏（麗澤大学）は，意識調査データに
基づき，カード取得の決定打は経済的利益よりも
「行政の個人情報管理に対する信頼」であることを
実証的に示した．信頼度の低い層には利便性の訴求
は響かず，丁寧なリスクコミュニケーションと情報
管理の透明化による根本的な信頼回復（トラストの
構築）が不可欠であると結論付けた．
第 2回：被災者支援から「避災者」支援へ
有馬昌宏氏（兵庫県立大学大学院）は，既存の被
災者支援システムに加え，そもそも被災者を生み出
さない「避災者支援システム」への拡張を提言した．
東京都江東区や高知県の事例を交え，事前避難支援
や住宅耐震化情報の提供など，視点を転換した情報
システム構築の可能性について発表を行った．
第 3回：行政システムの費用対効果モデル
元谷崇氏は，システム投資において初期費用のみ
が重視される現状を問題視し，「ライフサイクル型
費用対効果モデル」を提唱した．導入・運用・刷新
の全期間を通じた金銭的コストに加え，住民サービ
スの質や職員負荷軽減などの価値を定量化し，財政
当局との合意形成の共通言語とする試みを紹介し
た．
第 4回：税務行政のデジタル化
菅沼哲矢氏（国税庁）は，e-Taxを中心としたス

マート税務行政の進化について解説した．単なる電
子化に留まらず，データ連携による自動入力拡充な
どの BRP （Business Process Re-engineering）を推進

し，場所を問わず手続きが完了する利便性と行政コ
スト削減の両立を目指すロードマップを示した．
第5回：分かりづらいコトの伝え方（デジタル庁広報）
河尻和佳子氏（デジタル庁）は，デジタル庁にお
ける「翻訳」の重要性を論じた．難解な「霞が関用
語」を生活者目線（ユーザーイン）の言葉へ置き換
える工夫や，情緒に訴えるデザインの必要性を説
き，行政と国民の心理的な溝を埋める戦略的広報の
必要性を示した．

■ 2025年度：標準化の課題と社会実装の失敗学
2025年度は，行政システムの標準化に伴う具体

的な課題や，DXプロジェクト・社会実験の失敗要
因に深く切り込んでいる．
第 1回：行政の標準化への課題
松平健氏は，自動車税環境性能割税額検索サイト
の事例から，地方税の運用解釈が自治体ごとに異な
るという構造的問題を提起した．仕様先行の発注が
改善を阻害している実態を指摘し，公による共通化
が困難な場合は民間連携による支援が必要であると
提言した．
第 2回：PoCの失敗に学ぶ社会実験型特区行政
三輪一郎氏（株式会社プライド）は，「PoC （Proof 

of Concept）失敗（お試し運用で終わる現象）」を
テーマに，社会実験型行政の失敗リスクを分析し
た．失敗の背景には，技術偏重や見通しの欠如があ
り，社会実装を成功させるには制度変更まで視野に
入れた計画と，法律自体の見直しが必要であると訴
えた．
第 3回：自治体システム標準化の現状
木村毅氏（目黒区）による発表では，システム移
行実務における切実な懸念が浮き彫りとなった．特
に，セキュリティ区分の見直しに伴う現場の対応指
針や，移行後のランニングコスト増加の根拠につい
て，明確な説明と対策を求める声が強く上がった．
第 4回：IT紛争事案からみるプロジェクトの課題
永谷裕子氏は，IT紛争やアジャイル開発の失敗事
例から，ユーザー企業の主体性不足と協力義務の重
要性を法的観点から指摘した．課題解決には，ビジ
ネス視点を持つ PMO （Project Management O�ce）
の設置や内製化，そしてビジネスと IT双方の知見
を持つ人材育成が不可欠であると提言した．
本稿を執筆している時点では，未実施であるが
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2026年の 2月に第 5回として，デジタル ID, ガバ
メントクラウド，そして未来への投資デジタルト
ラスト，電子署名，デジタル IDの現場でサービス
を作られている方を招聘し，マイナンバーカード
のApple Wallet搭載といった最先端の動向を解説す
る．加えて，現在の行政DXで直面するコスト増へ
の懸念に対し，20～30年後の社会を見据えたガバ
メントクラウドやデジタル IDインフラへの「投資」
の意義を深く掘り下げる予定である．

3.　 2026年以降の展望：社会実装と「自然な
利用」の実現

本研究部会では，行政DXを阻む「マイナンバー
の呪い」や「PoC失敗」といった構造的な課題から，
データ中心型アプローチやライフサイクル費用対効
果モデルといった具体的な解決策まで，多角的な議
論を展開してきた．これらの議論を通じて明らかに
なったのは，情報システムやデジタル化の努力が，
単なる「効率化」や「技術導入」で終わってはなら
ず，最終的に「住民・国民の行動変容」と「真の社
会的な価値」に繋がらなければ意味がないという点
である．
今後の研究活動では，これまでの分析結果を踏ま
え，特に以下の視点に焦点を当てていきたい．

■トラストの醸成と「使いたい」を引き出すデザイン
吉田が指摘している通り，行政サービス利用の前
提には，個人情報管理への「信頼（トラスト）」が
ある．また，河尻氏が論じた広報戦略のように，複
雑な制度を生活者目線に「翻訳」し，情緒に訴えか
けるデザインによって，サービスへの心理的なハー
ドルを下げる工夫が不可欠である．
今後は，行政と国民の間の信頼を構築するための
情報公開のあり方や，デジタルサービスが「便利だ
から使わざるを得ない」ではなく，「自然に使いた
い」と思えるような，ユーザーインの視点に立った
サービスデザインやコミュニケーション戦略につい
て，さらに深く掘り下げていく．

■ 標準化・集権化の成果を最大化する社会実装プロ
セス
岩崎氏の提言した「適度な集権」や，木村氏が問

題提起した標準化に伴う実務的な課題は，行政シス
テム全体の効率化と持続可能性に直結する．しか
し，松平氏や三輪氏の報告からわかるように，技術
や制度の整備だけでは社会実装は成功しない．
今後は，システム標準化や共通化によって得られ
たリソースや利便性を，いかに住民生活の質の向上
（QoL向上）に直結させるかという，出口戦略の議
論を強化する．具体的には，税務行政のデジタル化
（菅沼氏）のような BPRを伴う成功事例を参考に，
法制度の書き換え（三輪氏）まで視野に入れた，社
会全体の利用を前提とする「グランドデザイン」の
構築と，それを実現するための官民連携のあり方を
探求する．

■リスクを価値に変えるレジリエンスの確保
有馬氏が提唱した「避災者支援システム」への視
点転換や，永谷氏が指摘したプロジェクト紛争の課
題は，単なる効率化を超えた，社会システムとして
のレジリエンス（強靭性）の重要性を示している．
行政システムは，災害時や社会の変化に対して，い
かに柔軟に対応できるかが問われる．
本研究部会は，技術的リスク（生成 AIのリスク

管理など）と，社会システム的リスク（地方分権・
集権のバランス）の両面から，持続可能で住民を孤
立させない情報システムのあり方を追求する．行政
のデジタルサービスが，住民・国民にとって「空気
のように，あって当然」のインフラとなり，意識せ
ずとも利用されている状態，すなわち「自然な利用」
が実現されている社会の実現に貢献していきたい．

4.　おわりに

本研究部会の設置目的，活動目的は「官（あるい
は公）の情報システム」の健全性に向けて知恵を出
し合うものであるものの，その不適切な部分（現象）
の発生原因について分析してみると，官民を問わず
共通した問題点を見出すことができ，また，それは
日本社会に根ざす文化や国民性に近いところに存在
するもののように思われる．
引き続き，本研究部会の活動を通じて個々の現象

（不適切な事態）に囚われることなく真の原因を追
究し，その改善策を提案したいと考えている．
このような活動に関心をお持ちの会員や読者諸氏



Vol. 34 No. 4, March 2026 215

� 著者名

のご参加を期待している．是非，主査の吉田までご
連絡下さい．
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